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「令和４年中小事業者等取引公正化推進アクションプラン」の策定について 

令和４年３月３０日 

公 正 取 引 委 員 会 

 公正取引委員会は，令和３年９月８日，中小事業者等への不当なしわ寄せが生

じないよう，取引の公正化を一層推進するため，「中小事業者等取引公正化推進

アクションプラン」を策定し，同年 11 月 24 日，現下の経済状況に適切に対応し

つつ，取引の公正化をより一層推進する観点から，同アクションプランの改定を

行った。 

今般，公正取引委員会は，当委員会を含む関係省庁において，「パートナーシ

ップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」（令和３年 12 月 27

日。以下「転嫁円滑化施策パッケージ」という。）が取りまとめられたことを踏

まえ，以下のとおり，新たに「令和４年中小事業者等取引公正化推進アクション

プラン」を策定し，取引の公正化の更なる推進を図っていくこととした。公正取

引委員会は，今後も引き続き，関係省庁と緊密に連携を図り，中小事業者等から

寄せられる情報も活用し，体制強化を行いつつ，執行強化の取組を進め，独占禁

止法・下請法違反行為に対して厳正に対処していく。 

第１ 独占禁止法の執行強化 

１ 独占禁止法上の優越的地位の濫用に関する緊急調査【転嫁円滑化施策パ

ッケージ２（３）関連】

転嫁円滑化施策パッケージでは，労務費，原材料費，エネルギーコストの

上昇分の転嫁拒否が疑われる事案が発生していると見込まれる業種につい

て，独占禁止法上の優越的地位の濫用に関する緊急調査（以下「緊急調査」

という。）を実施することとした。 

公正取引委員会は，本日，緊急調査の中心となる対象業種を選定したとこ

ろ，今後，速やかに緊急調査を開始し，令和４年内を目途に調査結果を取り

まとめ，公表する。また，転嫁拒否が疑われる事案について，立入調査を行

う。さらに，関係する事業者に対し，具体的な懸念事項を明示した文書を送

付する。 

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局 経済取引局 取引部 

企 業 取 引 課 電話０３－３５８１－３３７３（直通）（下記以外） 

下請取引調査室 電話０３－３５８１－３３７４（直通）（第２の２関係） 
ホームページ https://www.jftc.go.jp/ 
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２ 大企業とスタートアップとの取引に関する調査【転嫁円滑化施策パッケ

ージ７関連】

   転嫁円滑化施策パッケージでは，スタートアップに関する指針1にのっと

り，大企業とスタートアップとの取引に関する調査を実施することとした。 

公正取引委員会は，今後，速やかに大企業とスタートアップとの取引に関

する調査を開始し，令和４年内を目途に調査結果を取りまとめ，公表する。

また，優越的地位の濫用が疑われる事案について，立入調査を行う。さらに，

関係する事業者に対し，具体的な懸念事項を明示した文書を送付する。 

３ 荷主と物流事業者との取引に関する調査 

公正取引委員会では，荷主による物流事業者に対する優越的地位の濫用を

効果的に規制する観点から，「特定荷主が物品の運送又は保管を委託する場

合の特定の不公正な取引方法」を指定し，荷主と物流事業者との取引の公正

化に向けた調査を行っている。令和３年 10 月８日には荷主 30,000 名に対

し，令和４年１月 14 日には物流事業者 40,000 名に対し，最低賃金の引上げ

やエネルギーコストの上昇の影響に関する質問を含む書面調査を開始し，情

報収集に関する取組強化を進めてきた。 

公正取引委員会は，書面調査の結果について，令和４年６月までに調査結

果を取りまとめ，公表する。また，転嫁拒否が疑われる事案について，立入

調査を行う。さらに，関係する荷主に対し，具体的な懸念事項を明示した文

書の送付を実施する。 

４ 労働基準監督機関との連携強化【転嫁円滑化施策パッケージ３（２）関連】

公正取引委員会は，従前から，厚生労働省との間において，労働基準監督

署が，労働基準関係法令違反の背景に「特定荷主が物品の運送又は保管を委

託する場合の特定の不公正な取引方法」に該当する独占禁止法違反行為又は

下請法違反行為の存在が疑われる事案を把握した場合に，厚生労働省が公正

取引委員会に通報を行う制度を運用してきた。 

転嫁円滑化施策パッケージでは，この通報制度を拡充するものとして，労

働基準監督署が，事業所に立入検査・監督指導（臨検監督）を実施した際に，

労働基準関係法令違反が認められなくても，賃金引上げの阻害要因として

「買いたたき」等が疑われる事案については，通報の対象とすることとされ

た。 

1 令和３年３月 29 日，公正取引委員会及び経済産業省は，「スタートアップとの事業連携

に関する指針」を策定。 
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公正取引委員会及び厚生労働省は，令和４年４月１日以降，拡充された通

報制度の運用を開始するとともに，「違反行為情報提供フォーム」や独占禁

止法Ｑ＆Ａの周知をすることにより，更なる連携強化を図っていく。 

５ 公正取引委員会の体制強化及び独占禁止法の適用の明確化【転嫁円滑化

施策パッケージ２（２）及び９関連】 

公正取引委員会は，令和４年２月 16 日，転嫁円滑化施策パッケージに基

づき，独占禁止法上の優越的地位の濫用に関する執行を強化するため，「優

越的地位濫用未然防止対策調査室」を新たに設置するとともに，労務費，原

材料費，エネルギーコストの上昇を取引価格に反映しない取引が独占禁止法

上の優越的地位の濫用に該当するおそれがあることを明確化するため，新た

に独占禁止法Ｑ＆Ａを作成・公表したところである。 

公正取引委員会は，令和４年度予算において，スタートアップとの取引，

下請取引等に係る執行体制の強化として，14 人の増員が盛り込まれている

ところ，新たに設置した「優越的地位濫用未然防止対策調査室」においても

体制強化を行いつつ，緊急調査などの各種調査を実施していくとともに，独

占禁止法違反行為の未然防止の観点から，今後も引き続き，独占禁止法Ｑ＆

Ａの周知徹底を図っていく。 

第２ 下請法の執行強化 

１ 下請法上の「買いたたき」の解釈の明確化【転嫁円滑化施策パッケージ２

（４）①関連】 

公正取引委員会は，令和４年１月26日，転嫁円滑化施策パッケージに基づ

き，労務費，原材料費，エネルギーコストの上昇を取引価格に反映しない取

引が下請法上の「買いたたき」に該当するおそれがあることを明確化するた

め，「下請代金支払遅延等防止法に関する運用基準」（平成15年公正取引委

員会事務総長通達第18号）の改正を行うとともに，労務費，原材料費，エネ

ルギーコストの上昇に伴い，下請法上留意すべき点を明らかにするため，新

たに下請法Ｑ＆Ａを作成・公表したところである。 

また，公正取引委員会は，令和３年９月８日，取引先から不当なしわ寄せ

を受けるおそれのある中小事業者等から下請法に関する相談を受け付ける

「不当なしわ寄せに関する下請相談窓口」を設置し，令和４年２月末までの

間，5,321件の電話相談に対応してきた。「不当なしわ寄せに関する下請相

談窓口」については，フリーダイヤル経由でも電話相談を受け付けていると

ころ，各種媒体を通じて，「不当なしわ寄せに関する下請相談窓口」のフリ

ーダイヤルの周知徹底を図ってきた。 

公正取引委員会は，下請法違反行為の未然防止の観点から，今後も引き続

き，今回改正した「下請代金支払遅延等防止法に関する運用基準」や下請法
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Ｑ＆Ａの周知徹底を図っていく。さらに，「買いたたき」を含む下請法上の

解釈に関する相談対応の強化を図るため，今後も引き続き，「不当なしわ寄

せに関する下請相談窓口」の周知徹底を図るとともに，中小事業者等からの

要望に応じ，オンライン相談会を実施していく。 

不当なしわ寄せに関する下請相談窓口 

電話番号 ０ １２０
（不当な下請取引）

-
－

０
ゼ

６
ロ

０
ゼロ

-
－

１１０
1 1 0 番

※固定電話のほか，携帯電話からも御利用いただけます。 

※公正取引委員会の本局又は地方事務所等の相談窓口につながります。 

【受付時間】１０：００～１７：００ 

（土日祝日・年末年始を除く。） 

２ 下請法上の「買いたたき」に対する取締り強化【転嫁円滑化施策パッケー

ジ２（４）②及び３（２）関連】 

公正取引委員会では，令和３年９月８日以降，親事業者に対して指導等を

行う際に交付する注意喚起文書において，最低賃金の引上げを含む労務費や

原材料価格の上昇に関連する注意事項を加えたところ，令和４年２月末まで

の間に，3,911 件の親事業者に対する要請を実施した。さらに，令和３年 11

月 29 日に開始した下請事業者 300,000 名を対象とした定期調査において，

「買いたたき」の指導実績が多い業種やコロナ禍において特に影響が出てい

るとされる業種向けの調査拡大，最低賃金の引上げを含む労務費や原材料価

格の上昇の影響に関する質問追加を行い，情報収集に関する取組強化を進め

てきた。 

公正取引委員会は，これまでに収集した情報に加え，労働基準監督署が把

握した事案として厚生労働省から通報される情報（第１の４）も踏まえ，今

後も引き続き，「買いたたき」に対する取締りの強化を進めていくとともに，

再発防止が不十分な事業者に対する取締役会決議を経た上での改善報告書

の提出について，必要な検討を進め，速やかに運用を開始する。 
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３ 下請取引の監督強化のための情報システムの構築【転嫁円滑化施策パッ

ケージ２（４）③関連】 

   転嫁円滑化施策パッケージでは，下請法上の違反行為を行っているおそ

れが強い事業者を抽出し，優先的に調査するため，過去に実施した指導や勧

告についての情報，関係省庁が提供する情報，申告情報などを一元的に管理

できる情報システムを新たに構築することとした。 

   公正取引委員会は，令和４年内において，可能な限り速やかに情報システ

ムの運用が開始できるよう，情報システムの構築に向けた作業を着実に進

めていく。 

４ ソフトウェア制作業・受託システム開発業の取引適正化に関する実態調査 

公正取引委員会は，従前から，優越的地位の濫用規制及び下請法に関する

実態調査を実施しているところ，ソフトウェア制作業及び受託システム開発

業の取引適正化に関する実態調査の一環として，令和３年 10 月 22 日，ソフ

トウェア制作業及び受託システム開発業に従事する事業者 21,000 名に対し，

最低賃金の引上げに伴う影響や取引先との価格交渉に関する質問を含むア

ンケート調査を開始した。さらに，令和４年１月 17 日には，フリーランス

のシステムエンジニアなどに対するアンケート調査も開始し，情報収集に関

する取組強化を進めている。 

公正取引委員会は，アンケート調査結果の集計・分析を進め，令和４年６

月を目途に調査結果を取りまとめ，公表する。 

５ 不当なしわ寄せ防止に向けた普及啓発活動の拡充・強化 

公正取引委員会は，下請法違反行為を未然に防止するために，「下請取引

適正化推進講習会テキスト」を作成し，下請取引適正化推進講習会を開催し

ているところ，同講習会で使用する「下請取引適正化推進講習会テキスト」

の内容を繰り返し習得できる方法として，下請取引適正化推進講習会動画を

新たに作成し，令和３年 11 月にＷＥＢ上で公開した。また，同月には，公

正取引委員会委員長及び経済産業大臣の連名で，関係事業者団体約 1,400 団

体に対し，下請法の遵守の徹底等についての要請を実施した。さらに，公正

取引委員会及び中小企業庁は，令和６年を目途として，サイトが 60 日を超

える手形等を下請法の割引困難な手形等に該当するおそれがあるものとし

て指導の対象とすることを前提に，下請法の運用の見直しを検討することと

しているところ，令和４年２月，手形等のサイトの短縮化の更なる促進を図

るため，公正取引委員会及び中小企業庁の連名で，サイトが 60 日を超える

手形等により下請代金を支払っているとした親事業者約 5,000 名に対し，可

能な限り速やかに手形等のサイトを 60 日以内に短縮することを求める要請

を実施した。 
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公正取引委員会は，今後も引き続き，不当なしわ寄せ防止に向けた取組の

普及啓発活動の拡充・強化を進めていく。 

第３ 価格転嫁円滑化スキーム【転嫁円滑化施策パッケージ２（１）関連】 

   転嫁円滑化施策パッケージでは，業種別の法遵守状況の点検を行う新た

な仕組みを創設するとし，その新たな仕組みにおいては，事業所管省庁と連

携を図り，①関係省庁からの情報提供や要請，②下請事業者が匿名で「買い

たたき」などの違反行為を行っている親事業者に関する情報を提供できる

「違反行為情報提供フォーム」を通じて，広範囲に情報を受け付けるとされ

た。公正取引委員会では，関係省庁から情報提供や要請を受け付けるととも

に，令和４年１月 26 日に設置した「違反行為情報提供フォーム」には，同

年２月末までの間，77 件の情報が寄せられた。 

公正取引委員会は，今後も引き続き，関係省庁と連携を図るとともに，「違

反行為情報提供フォーム」に寄せられた情報を活用し，各種調査を実施して

いく。さらに，今年度末までに把握した情報に基づき，令和４年６月までに，

事例，実績，業種別状況等について，公正取引委員会・中小企業庁が報告書

を取りまとめ，公表する。法違反が多く認められる業種については，公正取

引委員会・中小企業庁と事業所管省庁が連名で，事業者団体に対して，傘下

企業において法遵守の自主点検を行うよう要請を行う。また，公正取引委員

会，中小企業庁は，これらの情報に基づき，労務費，原材料費，エネルギー

コストの上昇分の転嫁拒否が疑われる事案が発生していると見込まれる業

種について，重点立入業種として，毎年３業種ずつ対象を定めて，立入調査

を行う。 

「違反行為情報提供フォーム」 

（買いたたきなどの違反行為が疑われる親事業者に関する情報提供フォーム） 

https://www.jftc.go.jp/cgi-bin/formmail/formmail.cgi?d=joho 
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パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ 

令和３年 12 月 27 日 

内 閣 官 房 

（新しい資本主義実現本部事務局）

消 費 者 庁 

厚 生 労 働 省 

経 済 産 業 省 

国 土 交 通 省 

公 正 取 引 委 員 会 

（略） 

２．価格転嫁円滑化に向けた法執行の強化 

（１）価格転嫁円滑化スキームの創設【公正取引委員会・中小企業庁・事業所管省庁】

業種別の法遵守状況の点検を行う新たな仕組みを創設する。この新しい仕組

みにおいては、公正取引委員会・中小企業庁が事業所管省庁と連携を図り、

事業者について、①関係省庁から情報提供や要請、②下請事業者が匿名で、

「買いたたき」などの違反行為を行っていると疑われる親事業者に関する情

報を公正取引委員会・中小企業庁に提供できるホームページの設置（「違反

行為情報提供フォーム」）を通じて、広範囲に情報提供を受け付ける。この

ため、価格転嫁に関する関係省庁連絡会議を内閣官房に設置する。 

今年度末までに把握した情報に基づき、来年６月までに、事例、実績、業種

別状況等について公正取引委員会・中小企業庁が報告書を取りまとめ、公表

する。これにより、問題点を明らかにするとともに、法違反が多く認められ

る業種については、公正取引委員会・中小企業庁と事業所管省庁が連名で、

事業者団体に対して、傘下企業において法遵守状況の自主点検を行うよう要

請を行う。 

また、公正取引委員会、中小企業庁は、これらの情報に基づき、労務費、原

材料費、エネルギーコストの上昇分の転嫁拒否が疑われる事案が発生してい

ると見込まれる業種について、重点立入業種として、毎年３業種ずつ対象を

定めて、立入調査を行う。 

（２）独占禁止法の適用の明確化【公正取引委員会】

下請代金支払遅延等防止法（昭和 31 年法律第 120 号。以下「下請代金法」

という。）の適用対象とならない取引（※）についても、労務費、原材料費、

エネルギーコストの上昇を取引価格に反映しない取引は、私的独占の禁止及

び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」

参考 
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という。）の「優越的地位の濫用」に該当するおそれがあることを公正取引

委員会は明確化し、周知徹底する。 

（※）資本金要件を満たさない取引（例：資本金２億円の企業と資本金 1,500 万円の企

業の取引）や、売買などの委託以外の取引、自家使用する役務を委託する取引（「事

業者が業として行う提供の目的たる役務の提供」の委託） 

（３）独占禁止法上の「優越的地位の濫用」に関する緊急調査及び法執行の強化

【公正取引委員会・事業所管省庁】

独占禁止法上の「優越的地位の濫用」に関して、労務費、原材料費、エネル

ギーコストの上昇分の転嫁拒否が疑われる事案が発生していると見込まれ

る業種について、これまでは荷主と物流事業者との取引のみ調査を行ってい

たが、今年度内に対象業種を追加的に選定し、来年度に緊急調査を公正取引

委員会において、実施する（「買いたたき」の指導実績が多い道路貨物運送業のほ

か、関係省庁からの情報提供や要請、令和３年９月に実施した取組のフォローアップ調

査の結果を踏まえて選定）。調査結果については、報告書を取りまとめ、公表す

る。また、公正取引委員会が取引価格への転嫁拒否が疑われる事案について、

立入調査を行う。さらに、関係する事業者に対し、具体的な懸念事項を明示

した文書を送付する。 

（４）下請代金法上の「買いたたき」に対する対応 

①下請代金法上の「買いたたき」の解釈の明確化【公正取引委員会】

労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇を取引価格に反映しない取引は、

下請代金法上の「買いたたき」に該当するおそれがあることを、公正取引委

員会は以下の方向で明確化する。 

- 労務費、原材料費、エネルギーコスト等のコストの上昇分の取引価格への

反映の必要性について、価格の交渉の場において明示的に協議すること

なく、従来どおりの取引価格に据え置くこと。 

- 労務費、原材料費、エネルギーコスト等のコストが上昇したため、下請事

業者が取引価格の引上げを求めたにもかかわらず、価格転嫁をしない理

由を文書や電子メールなどで下請事業者に回答することなく、従来どお

りの取引価格に据え置くこと。 

「買いたたき」を含む下請代金法上の解釈に関する相談対応の強化を図るた

め、下請代金法に関する相談を受け付ける公正取引委員会の「不当なしわ寄

せに関する下請相談窓口」のフリーダイヤル（0120－060－110）の更なる周

知徹底を行う。 
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②下請代金法上の「買いたたき」に対する取締り強化【公正取引委員会・中小企業

庁】

親事業者への立入調査の件数を増やすなど、取締りを強化するとともに、再

発防止が不十分な事業者に対しては、取締役会決議を経た上で、改善報告書

の提出を求める（※現在は法律に基づく勧告事案のみに要求）。 

③下請取引の監督強化のための情報システムの構築【公正取引委員会】

下請代金法上の違反行為を行っているおそれが強い事業者を抽出し、優先的

に調査するため、書面調査の回答（30 万件程度実施）に加えて、過去に実施

した指導や勧告についての情報、関係省庁が提供する情報、窓口への申告情

報などを一元的に管理できる情報システムを公正取引委員会に新たに構築

する。 

（略） 

３．労働基準監督機関における対応 

（２）労働基準監督署からの通報制度の拡充【厚生労働省】

労働基準監督機関が事業所に立入検査・監督指導（臨検監督）を実施した際

に、労働基準関係法令違反が認められなくても、賃金引上げの阻害要因とし

て「買いたたき」等が疑われる事案については、労働基準監督機関から公正

取引委員会や中小企業庁、国土交通省に通報する。 

（略） 

７．大企業とスタートアップとの取引に関する調査の実施と厳正な対処【公正取

引委員会】

「スタートアップとの事業連携に関する指針」（令和３年３月、公正取引委

員会・経済産業省）を策定したところ。この指針にのっとり、新たに、下請

代金法の適用対象とならない大企業とスタートアップとの取引について、

5,000 件程度の書面調査を実施する。 

調査の結果、 

- 秘密保持契約を締結しないままでの営業秘密の開示の要請 

- 秘密保持契約に違反して、スタートアップの営業秘密を活用した競合商

品・役務の販売 

- 共同研究の成果に基づく知的財産権を大企業のみへ帰属させる契約の締

結の要請 

をはじめとする「優越的地位の濫用」が疑われる事案については、立入調査

を行うとともに、関係事業者が自主的な検証・改善に取り組めるよう、具体
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的な懸念事項を明示した文書を送付する。 

（略） 

９．関係機関の体制強化 

優越的地位の濫用に関する執行を強化するため、公正取引委員会に「優越的

地位濫用未然防止対策調査室」を新たに設置するとともに、体制強化を図る。

【公正取引委員会】

（略） 


